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１

（2001年4月「金融広報中央委員会」への名称変更時の声明文）
「平成12年6月には大蔵省の金融審議会答申が公表されましたが、そのなかで、金融
分野における消費者教育の重要性が指摘されるとともに、「業界、消費者団体、地方
公共団体、関係省庁等が参加する貯蓄広報中央委員会・都道府県貯蓄広報委員
会のネットワークを活用し、消費者教育を体系的・効率的に実施することが重要である」
と明記されました。
（中略）このような情勢を踏まえ、当委員会では、委員会名称を金融全般に関する広
報または金融に関する消費者教育といった現在の活動実態に即したものとすることが適
当と考え、「金融広報中央委員会」に変更することとした次第です。」

１．金融審議会答申と金融広報中央委員会への名称変更

（金融広報中央委員会規約）

第１ 金融広報中央委員会（以下「中央委員会」という。）は、都道府県金融
広報委員会、政府、日本銀行、地方公共団体、民間団体等と協力して、国
民に対し中立公正な立場から金融に関する広報又は消費者教育活動を行い、
もって国民経済の健全な発展に資することをその目的とする。



２

２．広報誌「くらし塾 きんゆう塾」



３

３．大学連携講座「トラブルに強くなる」



４

４．Ｅラーニング講座「マネビタ」



５

５．学校向け教材
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